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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年８月１９日 

件   名 環境基金審査会の審査結果について 

所管部課名 環境部環境政策課 

内   容 

 令和４年度第二期環境基金助成の審査結果について、以下のとおり報告す

る。 

１ 募集と採択 

（１）募集期間 

   令和４年４月２５日（月）から６月１０日（金）まで 

（２）応募・採択件数 

部門 応募 採択 

一般 ３件 ３件 

ファーストステップ ３件 １件 

計 ６件 ４件 

【一般助成】（助成上限１，０００万円） 

・ 区が設定する課題に対応する活動や先進的な技術開発、研究等 

  が対象 

・ 環境基金審査会でのプレゼンテーション審査 

【ファーストステップ助成】（助成上限２０万円） 

・ 新たに開始する環境活動や既存の取り組みの拡充等が対象 

・ 書類審査のみ 

２ 環境基金審査会 

（１）開催日 

   令和４年７月２０日（水） 午前９時から１２時まで 

（２）審査委員の構成（９名中８名出席） 

委員区分 役職等 人数 

学識経験者 

・ 千葉大学大学院社会科学研究院 教授 

・ 国立環境研究所地球環境研究センター 

主任研究員 

・ 東京農業大学地域環境科学部地域創成

科学科 准教授 

各１名 

区議会推薦委員 ・ 区議会議員 ３名 

区民委員 ・ 公募により決定した区民委員 ３名 

 

 



３ 

３ 採択された活動 

（１）一般助成 

申請者が環境基金審査会に出席し審査を受ける活動 

申請者 活動の概要 交付決定額 

東京電機大学 

・ ＶＲ技術による都市部での冠水状況体

験システムの改良。 

・ 区民参加によるＶＲ実証実験を実施

し、防災意識の啓発にもつなげる。 

100万円 

東京電機大学 

・ 国内の余剰有機資源である竹を減圧 

マイクロ波処理により「食」に活用。 

・ 竹食物繊維（ＢＦ－１）を小麦粉と混

合し、区内食品製造会社においてパン

や菓子を製造する。 

500万円 

Adachi 

Plastic 

Upcycle 

・ シュレッダーや射出成型機等再生プラ

スチック機器を製造し、収集したプラ

スチックごみから植木鉢などを制作、

販売する。 

・ 子ども向けワークショップの実施。 

126万 1千円 

（２）ファーストステップ助成 

書類のみで審査される新たな活動のきっかけづくり等の活動  

申請者 活動の概要 交付決定額 

NPO 法人東京

の CO2 削減で

都内観光を推

進する会 

・ 区内商業施設や商店街にてエコグッ 

  ズの紹介や配布による啓発。 

・ 区内施設にて CO2削減講習会を実施。 
19万円 

 

問 題 点 

今後の方針 

・ 活動終了後、実績報告書を審査のうえ、交付決定額の範囲内で活動に要し

た金額を助成する。 

・ 活動を区民や事業者等に広く周知することで、環境や地球温暖化対策への 

意識啓発につなげていく。 

 



４ 

 

産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年８月１９日 

件   名 脱炭素ロードマップの策定スケジュールおよび取組内容について 

所管部課名 環境部環境政策課 

内   容 

 現在、策定に向け検討を進めている２０５０年二酸化炭素（以下、ＣＯ２と

いう。）排出実質ゼロに向けた実行計画である脱炭素ロードマップにおける、

策定スケジュールおよび取組内容について報告する。 

１ 策定スケジュール 

  令和５年４月策定（予定） 

 

２ 脱炭素ロードマップの環境基本計画とのつながり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地方公共団体実行計画 

地方公共団体における脱炭素化の取組を加速化させるため、「地球温暖

化対策の推進に関する法律」に基づき、地方公共団体が定めるものとされ

ており、足立区では、環境基本計画に包含し策定している。 

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

環境審議会

諮問

環境審議会 環境審議会

答申
内容検討

パブリック

コメント実施

完成

２０５０年ＣＯ２排出実質ゼロ 

 

 

【削減目標と施策】地球温暖化対策実行計画 

         （地方公共団体実行計画）基本計画に包含 

 

 

 

区域施策編 

（区全体） 

事務事業編 

（公共施設等区の事務事業） 

【具体策と工程】脱炭素ロードマップ 

ＣＯ２削減への道のりを「見える化」 

第三次足立区環境基本計画改定版 

２０３０年度ＣＯ２削減目標 

４６％以上削減、さらに５０％の高みを目指す。 



５ 

 

事務事業編 地方公共団体が実施する事務・事業に関し、温室効果ガス 

排出量の削減等に取り組むための計画。 

策定が義務付けられている。 

区域施策編 区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出 

抑制等を行うための施策に関する計画。 

策定に努めることが求められる。 

３ 検討中の主な取組 

区域施策編 事務事業編 

・ 企業連携による脱炭素に向け

た取組 

・ 省エネ機器導入費助成 

・ 再生可能エネルギー１００％

電力の導入支援 

・ 事業者向け省エネ診断・研修会 

・ 自治体間連携による再生可能

エネルギー導入支援 

・ 廃棄物削減誘導策 

・ ＣＯ２排出実質ゼロ啓発事業 

・ 公共施設のＺＥＢ化 

・ 公用車の電気自動車移行 

・ 公共施設への電気自動車用急速

充電設備の設置 

・ 再生可能エネルギー１００％電

力の導入 

・ プラスチック製品の使用削減 

・ 公共施設の給水スポット設置 

・ 避難所となる施設のレジリエン

ス強化 

４ 具体策の検討方法について 

  ・ エネルギー関連事業者との協議、連携による省エネルギー策や再生 

可能エネルギー活用促進策を検討する。 

  ・ 取組の主体となる区民や区内事業者等団体から意見を聴取し、行動 

変容につながる意識啓発策等に反映させる。 

  ・ 環境審議会に諮問し、委員それぞれの視点からの意見と丁寧な審議 

により、各施策の実効性を検討し、特に行動変容につながる施策を 

充実させる。 

 

問 題 点 

今後の方針 

・ 事業者や各種団体と連携し、２０３０年度目標実現に向けＣＯ２削減策の

検討を進め、実施可能な施策については、計画策定と並行して取組を進め

る。 

・ 事務事業編では、施設や公用車を中心に、庁内におけるＣＯ２排出削減の方

針を示し、関係所管との連携により具体策を検討する。 

 



６ 

 

産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年８月１９日 

件   名 環境学習施設用地における桑袋浄化施設撤去工事について 

所管部課名 環境部環境政策課、道路公園整備室パークイノベーション推進課 

内   容 

令和４年３月に江戸川河川事務所の使用期間を延長した環境部用地にお

いて、江戸川河川事務所から桑袋浄化施設撤去工事の概要が示されたので、

以下の通り報告する。 

１ 工事概要 

（１）場  所 花畑八丁目２番先 

（２）工  期 令和４年３月２８日～令和５年９月２５日 

        作業時間 午前８時～午後６時 

※ 土日祝日は除く 

（３）施工会社 東亜道路工業株式会社 

（４）工事内容 桑袋浄化施設の撤去・埋戻し 

 

２ 今後の予定 

年月 予定 

令和４年８月～ 地元周知、準備工（仮囲い設置等） 

令和４年９月～ 浄化施設撤去工事着手 

令和５年９月 工事完了 

 

問 題 点 

今後の方針 

引き続き、国、施工業者と情報共有をし、撤去工事の進捗を適宜確認す

る。 

通行止 

工事車両 

搬出入経路 

桑袋浄化施設 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年８月１９日 

件   名 
「粗大ごみ受付業務および関連システム運用・保守業務委託」公募型プ

ロポーザルの実施結果について 

所管部課名 環境部足立清掃事務所 

内   容 

公募型プロポーザルの実施結果について、以下のとおり報告する。 

 

１ 業務名 

  粗大ごみ受付業務および関連システム運用・保守業務委託 

 

２ 業務内容 

（１）粗大ごみ受付業務、受付システム運用および保守業務 

（２）集積所管理システム運用および保守業務 

（３）集団回収システム運用および保守業務 

 

３ 被特定事業者 

株式会社ＮＴＴネクシア 

（北海道札幌市中央区南２２条西六丁目２番２０号） 

 

４ 提案金額 

（１）システム構築および導入準備作業委託経費 

   ９９，２６５，１００円（消費税込み） 

  ※ 提案限度額 １０３，４０６，０００円（消費税込み） 

（２）システム運用保守経費 

   １０５，６６６，９９０円（消費税込み） 

  ※ 提案限度額 １０５，６６７，０００円（消費税込み） 

 

５ 評価経過・審査結果等 

（１）選定委員会の委員構成（７名） 

委員区分 役職・所属 人数 

学識経験者 
・ 東京電機大学未来科学部 教授 

・ 放送大学オンライン教育センター長 
２名 

区民 
・ 足立区町会・自治会連合会役員 

・ 足立区女性団体連合会役員 
２名 

区職員 

・ 副区長 

・ ＩＣＴ戦略推進担当課長 

・ 衛生管理課長 

３名 

 



８ 

 

 

（２）選定委員会の開催経過 

回 開催日 審議内容 

第１回 ４月１５日（金） 募集要件等の決定 

第２回 ６月 ２日（木） 
参加表明書、財務診断結果による提案書 

提出者の選定 

第３回 ７月 ７日（木） 
提案書、プレゼンテーションによる事業

者の選定 

 

（３）評価経過 

参加表明 一次評価 辞退 二次評価 特定 

３者 ２者 １者 １者 １者 

 

（４）審査結果（７００点満点、詳細は別紙のとおり） 

提案事業者 得点 得点率 

株式会社ＮＴＴネクシア ５６１点 ８０．１％ 

他事業者 辞退 

 

（５）被特定事業者が評価された点 

   ・ 粗大ごみ受付システム等の視認性や操作性 

   ・ 業務体制及び設備運用保守等の運営体制 

   ・ 入退室管理体制や人的・技術的情報セキュリティ対策 

 

６ 履行期間 

  令和６年３月３１日まで 

 ※ 業務の実施評価が良好な場合に限り、次年度以降４回を限度に１年 

  単位で更新できる。 

 

７ 今後のスケジュール 

令和４年７月中旬以降 契約後、システム再構築業務を開始 

令和５年４月     新規システム稼働 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

粗大ごみのインターネットによる申し込み等、区民にとって利用しやすい

システムを構築していく。 

 



第一順位 第二順位

得点 得点

1 業務の理解度 業務の理解度は十分か 提案書の記載内容 10 70 53 ―

2 準備作業の実施工程は妥当か

システム準備作業実施フローの妥
当性
受付センター準備作業実施フロー
の妥当性

5 35 33 ―

3 利用者が扱いやすいシステムか

各種システム機能（粗大ごみ受付
システム機能概要、携帯用タブ
レット端末機能概要、集積所管理
システム機能概要）

35 245 175 ―

4
組織や設備運営保守の運営体制
は妥当か

業務体制および設備運用保守・人
員体制

10 70 69 ―

5
想定入電数からのオペレー
ター、スーパーバイザー、マ
ネージャー等の配置数は妥当か

受付体制（オペレーター席数、通
信回線数）
教育研修計画の有無

10 70 59 ―

6
繁忙期等に入電が急に増加した
場合の対応方法・体制が確保さ
れているか

入電数が増えた場合の対応策、予
防策、応答率実績

10 70 58 ―

7 コスト コストは妥当か 提案見積価格 5 35 19 ―

8 危機管理
災害発生時や機器故障時、シス
テム障害発生時の対策は妥当か

災害発生時およびシステム障害発
生時の対応フローの妥当性

5 35 27 ―

9 　情報ｾｷｭﾘﾃｨ 情報セキュリティ対策は十分か

施設の入退室管理体制、人的ｾｷｭﾘ
ﾃｨ対策、技術的ｾｷｭﾘﾃｨ対策、デー
ターセンターの設置場所とセキュ
リティレベル

5 35 34 ―

10 説得力・意欲
提案事業者に説得力、意欲、
熱意、理解、協調性があるか

提案書とプレゼンテーションとの
整合性
意欲、熱意、コミュニケーション
能力

5 35 34 ―

100 700 561 ―

　　区内に本店があり対象業務区域が区内である場合 5 35 0 0

　　区内に本店があり対象業務区域が区外である場合 4 28 0 0

　　区内に支店があり対象業務区域が区内である場合 3 21 0 0

　　区内に支店があり対象業務区域が区外である場合 2 14 0 0

　 561
（得点率
　80.1％）

―

粗大ごみ受付業務および関連システム運用・保守業務委託　提案書特定結果

　　小　計

提案内容の
的確性

配点

※　提案書提出者の選定結果公表後、１者より辞退の申し出があったため、提案書提出者は１者となった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　計

NO. 評価項目 評価の視点 指標 配分
（1人あたり）

配分
（7人計）

業者名

別紙

 ９
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料 

令和４年８月１９日 

件   名 持続可能な清掃事業体制の検討（経費比較）について 

所管部課名 環境部足立清掃事務所 

内   容 

持続可能な清掃事業体制に向けて、現業職員の採用も含めた検討を行って

いる。この中で、「直営による収集」と「委託による収集」の経費比較を行っ

たので、以下のとおり報告する。 

 

１ １日あたりの収集経費比較 

燃やすごみの収集は、清掃車両（小型プレス車・２ｔ）に運転手１名 

 及び作業員２名が乗車して作業している。この場合の経費を比較した。 

 

比較項目 
１日あたりの経費 

直営による収集 委託による収集 

作業員  

（２名） 

（収集職員）40歳を想定 

２５，４９２円×２名 

＝ ５０，９８４円  

（雇上作業員） 

３８，７１４円  

※ 作業員２名付車両の経費 

運転手 

（１名） 

（運転職員） 

２９，５２３円  
（雇上運転手・車両） 

５１，１９４円  車 両 

（１台） 

（リース契約車両） 

９，１７７円  

計 ８９，６８４円  ８９，９０８円  

 

《 清掃車両１台（組）のイメージ 》 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

改定後の定員管理指針に基づき、持続可能な清掃事業に向けた職員体制を

毎年度精査し、必要数を見極めたうえで採用を行っていく。 

 

足 立 区 

運転手 車両 作業員 
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